
151 

第４章 介護保険事業の円滑な運営 

 

団塊の世代が全て 75 歳以上となる平成 37（2025）年を目途に、高齢者が要介護状態となっ

ても、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ

るよう、地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組んでいます。 

このような中、介護保険法に基づき、老人福祉計画と一体のものとして、第 7 期介護保険事業計

画（平成 30（2018）年度からの 3 年間）を策定し、取組の更なる深化・推進に努めます。 

本計画は、地域包括ケアシステムの構築に資するものを始め、平成 37（2025）年の地域医療

構想及び 2020 年代初頭の介護離職ゼロの実現に係る需要なども踏まえ、必要なサービス量やそ

の事業費を見込み、サービスを維持するための保険料を設定するほか、サービスの質の向上を図る

ための施策、適切なサービスが提供される体制の整備について定め、介護保険事業の円滑な運営を

推進するものです。 

１ 介護保険サービス量の見込                 

（１）高齢者数の推移 

本市の総人口は、住民基本台帳人口（各年 10月1 日時点）を用いたコーホート変化率法に

よる推計では、計画最終年度の平成 32（2020）年度に 427,187 人となっています。計画

対象者である「40 歳以上」の人口は 261,000人で、そのうち「40～64 歳」（第 2 号被保

険者）は 142,935人、「65 歳以上」（第 1号被保険者）は 118,065人となっています。 

なお、「団塊の世代」が全て後期高齢者となる平成 37（2025）年度には、後期高齢者の総

人口に占める割合は、前期高齢者の 11.6％を 5.0 ポイント上回る、16.6％になっています。 

【高齢者数の推移】 

 

※ 資料：住民基本台帳（各年 10月 1日）  

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

429,091 429,079 428,872 428,479 427,896 427,187 422,313

176,370 173,910 171,718 169,718 167,942 166,187 159,534

141,774 141,796 141,926 142,110 142,610 142,935 143,431

110,947 113,373 115,228 116,651 117,344 118,065 119,348

57,900 58,727 58,934 59,157 58,610 58,971 49,119

65～69歳 33,821 35,624 33,597 31,278 28,336 26,843 23,680

70～74歳 24,079 23,103 25,337 27,879 30,274 32,128 25,439

53,047 54,646 56,294 57,494 58,734 59,094 70,229

75～79歳 19,477 19,938 20,705 21,304 22,369 22,066 29,464

80～84歳 16,338 16,589 16,765 16,601 16,361 16,518 18,673

85～89歳 10,786 11,197 11,558 11,927 11,867 12,035 12,094

90歳以上 6,446 6,922 7,266 7,662 8,137 8,475 9,998

25.9% 26.4% 26.9% 27.2% 27.4% 27.6% 28.3%

13.5% 13.7% 13.7% 13.8% 13.7% 13.8% 11.6%

12.4% 12.7% 13.1% 13.4% 13.7% 13.8% 16.6%

　
現　況 推　計

総　数

40歳未満

40～64歳（第2号被保険者）

65歳以上（第1号被保険者）

65～74歳（前期高齢者）

75歳以上（後期高齢者）

高齢化率

65～74歳（前期高齢者）

75歳以上（後期高齢者）

（単位：人） 
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（２）要 介 護 （ 要 支 援 ） 認 定 者 数 ・ 認 知 症 高 齢 者 の 日 常 生 活 自 立 度 Ⅱ 以 上 の 認 定 者 数 の 推 移 

本計画における要介護（要支援）認定者数の推計は、平成 29（2017）年 10 月時点の要

介護（要支援）認定者数（要介護度別）をもとに、これまでの実績等の推移からの傾向が今後

も続くものとした「自然体推計」を行った上で、平成 30（2018）年度以降における介護予

防の実施状況や介護保険制度改正等への対応、日常生活圏域ニーズ調査結果等を踏まえて行う

施策の結果を反映させ、次のとおり見込みます。 

【要介護（要支援）認定者数の推移】 

 

※1 第 1 号被保険者の中に占める第 1 号認定者数の割合  

※2 第 1 号被保険者の中に占める認定者数合計（第 1 号認定者数＋第2 号認定者数）の割合 

 

 

  

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

23,424 23,649 23,870 24,574 24,987 25,406 28,492

要支援1 2,277 2,331 2,583 2,602 2,650 2,706 3,163

要支援2 3,776 3,779 3,707 3,693 3,691 3,715 3,957

要介護1 5,011 5,273 5,287 5,555 5,728 5,906 7,076

要介護2 4,630 4,545 4,574 4,628 4,675 4,701 5,006

要介護3 3,145 3,231 3,221 3,366 3,443 3,514 3,951

要介護4 2,370 2,364 2,459 2,585 2,640 2,682 3,029

要介護5 2,215 2,126 2,039 2,145 2,160 2,182 2,310

21.1% 20.9% 20.7% 21.1% 21.3% 21.5% 23.9%

496 484 466 480 487 501 546

要支援1 35 41 41 38 39 40 47

要支援2 54 50 52 53 53 55 57

要介護1 88 86 77 85 87 89 100

要介護2 124 125 117 116 116 118 125

要介護3 77 74 73 75 76 79 82

要介護4 61 53 51 63 66 67 76

要介護5 57 55 55 50 50 53 59

23,920 24,133 24,336 25,054 25,474 25,907 29,038

21.6% 21.3% 21.1% 21.5% 21.7% 21.9% 24.3%

12,880 13,238 13,516 13,871 14,170 14,459 16,350

認定者数合計

認定率※2

現　況 推　計
区　分

第1号認定者数

認定率※1

第2号認定者数

認知症高齢者の日常生活自立度
Ⅱ以上の認定者数

（単位：人） 
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（３）介護保険サービス量の推計 

 ① 施設・居住系サービス利用者数の推移 

施設・居住系サービス利用者については、国の基本指針の参酌標準や基礎調査結果のほか、

医療療養病床からの転換及び介護離職対策に係る追加的需要などを考慮して、次のとおり見込

みます。 

 

【施設・居住系サービス利用者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27～28 年度は各月平均値、H29年度は 3～8 月利用の平均値 

※１ 要介護認定者のうち、介護保険施設の利用者 

※２ 地域密着型サービスを含む 

※３ 介護保険施設の利用者のうち、要介護 4・5 の利用者 

 

 

  

（単位：人） 

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

23,920 24,133 24,336 25,054 25,474 25,907 29,038

要支援認定者数 6,142 6,201 6,383 6,386 6,433 6,516 7,224

要介護認定者数 17,778 17,932 17,953 18,668 19,041 19,391 21,814

15.6% 15.7% 15.9% 15.8% 16.3% 17.1% 15.8%

2,781 2,816 2,854 2,951 3,099 3,321 3,441

介護老人福祉施設※2 1,552 1,589 1,612 1,681 1,697 1,785 1,845

介護老人保健施設 1,074 1,074 1,101 1,128 1,260 1,386 1,446

介護医療院 - - - 0 0 8 150

介護療養型医療施設 155 153 141 142 142 142 - 

59.7% 58.5% 58.2% 57.6% 57.2% 57.2% 51.5%

1,661 1,647 1,660 1,701 1,774 1,899 1,771

1,561 1,576 1,575 1,630 1,676 1,730 1,835

認知症対応型共同生活介護 830 841 859 909 927 981 1,053

特定施設入居者生活介護 724 723 704 709 737 737 770

地域密着型特定施設入居者生活介護 7 12 12 12 12 12 12

4,342 4,392 4,429 4,581 4,775 5,051 5,276施設・居住系サービス利用者数

重度利用者※3の割合

介護保険施設利用者のうち、
要介護4・5の利用者数

居住系サービス利用者数

介護保険施設の利用者数

区　分
実　績 推　計

要介護（要支援）認定者数

介護保険施設利用者※1の割合
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 ② 居宅サービス利用者数の推移 

居宅サービス利用者については、国の基本指針の参酌標準や基礎調査結果のほか、要介護（要

支援）認定者における中重度者の増加、在宅における医療需要等を考慮して、次のとおり見込

みます。 

 

【居宅サービス利用者数の推移（１か月当たり）】 

 
※ H27～28年度は各月平均値、H29 年度は 3～8 月利用の平均値 

※ 予防給付を含む 

 

 ③ 圏域別地域密着型サービス利用者数等の推計 

地域密着型サービス利用者については、国の基本指針の参酌標準や基礎調査結果のほか、認

知症高齢者の増加、高齢の精神科病院からの退院者を地域で受け入れることなどを考慮して、

次のとおり見込みます。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅

介護については、介護離職対策に係る需要などを考慮して、次のとおり見込みます。 

  

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

訪問介護 6,002 5,862 5,110 4,837 4,862 4,766 5,332

訪問入浴 163 137 115 121 119 115 138

訪問看護 736 831 1,089 1,104 1,107 1,017 1,087

訪問リハビリテーション 213 248 235 244 275 286 354

居宅療養管理指導 1,856 2,104 3,302 2,513 2,524 2,499 2,903

通所介護 8,137 6,526 5,233 4,794 4,836 4,815 5,451

通所リハビリテーション 2,608 2,675 2,700 2,786 2,863 2,870 3,302

短期入所生活介護 1,613 1,681 1,763 1,842 1,824 1,751 1,928

短期入所療養介護 82 82 96 101 116 127 149

特定施設入居者生活介護 724 723 712 709 737 737 770

混合型特定施設入居者生活介護 681 680 669 664 692 692 725

福祉用具貸与 7,610 8,135 8,594 8,937 9,021 9,046 10,298

特定福祉用具購入費 158 142 146 156 157 158 180

住宅改修費 151 141 123 127 130 131 150

居宅介護支援 15,034 15,170 14,083 14,136 14,823 15,179 18,267

区　分
実　績 推　計

（単位：人／月） 
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【地域密着型サービス利用者数等の推移（1 か月当たり）】 

 

※ H27～28年度は各月平均値、H29 年度は 3～8 月利用の平均値 

 

 

圏域別地域密着型サービス利用者については、第６期計画期間中の提供実績や、認知症高齢

者の圏域別状況から次のとおり見込みます。 

【圏域別地域密着型サービス利用者数の推計】 

 
 

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 16 21 19 41 43 101 182

夜間対応型訪問介護 173 166 170 181 188 190 241

認知症対応型通所介護 228 206 192 192 193 193 222

小規模多機能型居宅介護 270 255 237 239 241 272 385

認知症対応型共同生活介護 830 841 859 909 927 981 1,053

地域密着型特定施設入居者生活介護 7 12 12 12 12 12 12

地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護

- - 0 0 6 58 58

看護小規模多機能型居宅介護 30 29 28 47 50 82 125

地域密着型通所介護 - 1,807 1,826 1,913 1,988 1,985 2,367

実　績 推　計
区　分

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

① 中央西 22 24 27 28 29 30

② 中央東 29 30 30

③ 鶴尾 3 3 3

④ 太田 36 38 38

⑤ 一宮 5 5 5

⑥ 香東 1 2 2

⑦ 木太 9 9 9

⑧ 古高松 5 5 5

⑨ 屋島 4 5 5

⑩ 協和 20 20 21

⑪ 龍雲 30 31 31

⑫ 山田 1 1 1

⑬ 勝賀・下笠居 14 14 14 1 1 1

⑭ 塩江 2 2 2

⑮ 香川 2 2 2

⑯ 香南 0 0 0

⑰ 牟礼 2 2 2

⑱ 庵治 2 2 2

⑲ 国分寺 5 5 6 1 1 1

合　計 41 43 101 181 188 190

⑬勝賀・下
笠居と⑲国
分寺以外の
圏域で54

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 夜間対応型訪問介護

日常生活圏域

⑬勝賀・下
笠居と⑲国
分寺以外の
圏域で54

（単位：人／月） 
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利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

① 中央西 264 22 263 23 264 23

② 中央東 206 18 206 18 205 18

③ 鶴尾 32 3 32 3 32 3

④ 太田 219 19 218 19 217 19

⑤ 一宮 87 8 87 8 87 8

⑥ 香東 47 4 47 4 47 4

⑦ 木太 102 9 101 9 101 9

⑧ 古高松 200 18 200 18 199 18

⑨ 屋島 42 4 42 4 42 4

⑩ 協和 182 16 182 16 181 16

⑪ 龍雲 225 20 224 20 223 20

⑫ 山田 25 2 25 2 25 2

⑬ 勝賀・下笠居 234 21 233 21 232 21

⑭ 塩江 0 0 0 0 0 0

⑮ 香川 117 10 117 10 116 10

⑯ 香南 11 1 11 1 11 1

⑰ 牟礼 60 5 60 5 59 5

⑱ 庵治 11 1 11 1 11 1

⑲ 国分寺 121 11 121 11 120 11

合　計 2,185 192 2,180 193 2,172 193

認知症対応型通所介護

日常生活圏域

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

① 中央西 12 13 15 82 84 90

② 中央東 23 23 26 92 94 99

③ 鶴尾 9 9 10 22 22 23

④ 太田 15 15 17 64 65 69

⑤ 一宮 12 12 14 42 43 45

⑥ 香東 22 22 25 48 49 52

⑦ 木太 19 19 21 49 50 53

⑧ 古高松 10 10 12 56 57 60

⑨ 屋島 16 16 18 38 39 41

⑩ 協和 17 17 19 45 45 48

⑪ 龍雲 20 20 22 75 77 81

⑫ 山田 9 10 11 51 52 55

⑬ 勝賀・下笠居 21 21 23 56 57 61

⑭ 塩江 1 1 2 14 15 16

⑮ 香川 10 10 11 51 52 55

⑯ 香南 2 2 2 22 23 24

⑰ 牟礼 7 7 8 33 33 35

⑱ 庵治 2 2 2 15 15 16

⑲ 国分寺 12 12 14 54 55 58

合　計 239 241 272 909 927 981

小規模多機能型居宅介護 認知症対応型共同生活介護

日常生活圏域
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利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

利用回数
（回／月）

利用者
（人／月）

① 中央西 1,485 157 1,546 161 1,529 162

② 中央東 2,438 256 2,536 267 2,507 266

③ 鶴尾 545 57 567 60 560 59

④ 太田 1,243 131 1,293 136 1,278 136

⑤ 一宮 772 81 803 84 794 84

⑥ 香東 798 84 831 87 821 87

⑦ 木太 1,122 118 1,167 123 1,154 122

⑧ 古高松 970 102 1,009 106 998 106

⑨ 屋島 842 89 876 92 866 92

⑩ 協和 1,023 108 1,064 112 1,052 112

⑪ 龍雲 1,086 114 1,130 119 1,117 119

⑫ 山田 872 92 907 95 897 95

⑬ 勝賀・下笠居 1,141 120 1,187 125 1,174 125

⑭ 塩江 78 8 81 9 80 9

⑮ 香川 1,505 158 1,566 165 1,548 164

⑯ 香南 509 54 529 56 523 56

⑰ 牟礼 1,010 106 1,051 110 1,039 110

⑱ 庵治 218 23 227 24 224 24

⑲ 国分寺 523 55 544 57 538 57

合　計 18,180 1,913 18,914 1,988 18,699 1,985

地域密着型通所介護

日常生活圏域

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

利用者
（人／月）

① 中央西 12 7 9

② 中央東 15 9 10

③ 鶴尾 0 0

④ 太田 0 0

⑤ 一宮 0 0

⑥ 香東 0 0

⑦ 木太 7 5 5

⑧ 古高松 7 24 24

⑨ 屋島 1 1

⑩ 協和 1 1

⑪ 龍雲 1 1

⑫ 山田 0 0

⑬ 勝賀・下笠居 3 2

⑭ 塩江 0 0

⑮ 香川 0 0

⑯ 香南 0 0

⑰ 牟礼 0 0

⑱ 庵治 0 0

⑲ 国分寺 0 0

合　計 47 50 82

③～⑥、
⑨～⑲の
圏域で34

③～⑥、
⑨～⑲の
圏域で34

看護小規模多機能型居宅介護

日常生活圏域
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（４）計画期間の事業費 

在宅サービス別給付費は、各年度のサービス利用者数の推計値に平成 29（2017）年度の

サービス 1人 1 か月（1 回（日））当たりの給付費を乗じて推計し、サービスの利用回数（日

数）があるサービスでは、各年度の 1 人 1 か月当たりの利用回数（日数）の推計値に 12 か

月を乗じて、次のとおり見込みます。 

施設サービス別給付費は、各年度のサービス利用者数の推計値に平成 29（2017）年度の

サービス１人１か月当たりの給付費を乗じて推計した上で、12 か月を乗じて、次のとおり見

込みます。 

 

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

訪問介護 3,431,203 3,586,020 3,620,052 4,562,505

訪問入浴介護 96,536 97,393 97,250 124,182

訪問看護 714,181 729,205 686,362 771,147

訪問リハビリテーション 115,736 133,912 142,627 182,123

居宅療養管理指導 346,460 351,631 351,580 408,896

通所介護 5,210,457 5,516,961 5,748,919 7,250,026

通所リハビリテーション 2,041,606 2,103,037 2,123,252 2,511,012

短期入所生活介護 3,381,406 3,510,911 3,539,510 4,463,407

短期入所療養介護 93,616 112,952 129,568 165,867

福祉用具貸与 1,192,777 1,212,560 1,218,754 1,399,739

特定福祉用具購入費 54,128 55,084 56,074 64,100

特定施設入居者生活介護 1,576,435 1,647,265 1,654,395 1,717,738

113,750 117,779 120,067 137,489

2,192,855 2,337,837 2,422,832 2,941,895

20,561,146 21,512,546 21,911,241 26,700,125

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 78,517 84,509 195,321 359,170

夜間対応型訪問介護 364,426 385,231 391,225 496,676

認知症対応型通所介護 273,543 275,973 277,568 305,572

小規模多機能型居宅介護 516,781 529,138 604,069 853,416

認知症対応型共同生活介護 2,682,950 2,770,121 2,968,231 3,182,869

地域密着型特定施設入居者生活介護 28,710 28,582 29,457 28,922

看護小規模多機能型居宅介護 141,869 141,185 228,343 349,633

地域密着型通所介護 1,608,837 1,685,184 1,672,918 1,963,604

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 18,057 176,586 175,971

小　計 5,695,633 5,917,979 6,543,720 7,715,833

4,928,442 5,020,073 5,187,532 5,360,774

3,529,490 3,991,363 4,442,997 4,574,249

0 0 33,374 603,686

566,124 573,174 579,970 0

9,024,056 9,584,610 10,243,873 10,538,709

1,029,371 1,061,978 1,085,625 1,152,988

995,988 1,024,015 1,040,264 1,175,570

48,010 49,244 49,762 57,101

37,354,204 39,150,372 40,874,485 47,340,326

2,030,063 2,077,045 2,104,574 2,362,350

39,384,267 41,227,417 42,979,059 49,702,676

特定入所者介護サービス等給付費

区　分

在
宅
サ
ー

ビ
ス

居
宅
サ
ー

ビ
ス

住宅改修費

介護予防支援・居宅介護支援

小　計

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

施
設
サ
ー

ビ
ス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

小　計

高額介護サービス費

審査支払手数料

給付費合計

地域支援事業費

総事業費

（単位：千円） 

調整中 
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【地域支援事業の事業費】 

 

 

  

H30
(2018)

H31
(2019)

H32
(2020)

H37
(2025)

訪問型サービス

通所型サービス

生活支援サービス

205,898 211,643 216,913 247,904

9,694 9,965 10,214 11,676

26,616 27,359 28,041 32,049

22,039 22,244 22,448 22,448

17,967 18,469 18,929 21,637

17,454 17,457 17,460 12,406

3,325 3,325 3,325 3,325

7,244 7,052 7,052 6,572

3,767 3,847 3,869 4,596

373,479 379,866 384,311 393,034

953 953 953 976

15,637 15,751 15,751 15,751

10,467 11,285 10,359 10,597

57,111 58,190 58,248 56,848

32,305 32,352 32,399 32,399

6,410 6,510 6,582 6,701

認知症高齢者見守り事業 1,429 1,443 1,455 1,455

認知症高齢者家族支援サービス事業 4,981 5,067 5,127 5,246

89,009 88,529 90,231 90,699

成年後見制度利用支援事業 2,466 2,509 2,539 2,599

住宅改修支援事業 96 96 96 96

地域自立生活支援事業

　 高齢者住宅等安心確保事業
　 高齢者見守り事業
　 介護相談員派遣等事業

1,444,692 1,483,609 1,505,740 1,755,345

585,371 593,436 598,834 607,005

2,030,063 2,077,045 2,104,574 2,362,350地域支援事業合計（Ａ+Ｂ）

86,447 85,924 87,596 88,004

Ａ 介護予防・日常生活支援総合事業 

Ｂ 包括的支援事業・任意事業

任
意
事
業

介護給付等費用適正化事業

家族介護支援事業

その他事業

審査手数料

包
括
的
支
援
事
業

地域包括支援センター運営事業

地域ケア会議推進事業

医療介護連携事業

認知症総合支援事業

生活支援・介護予防サービス提供体制構築事業

介護予防ケアマネジメント事業

一
般
介
護
予
防
事
業

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

健康ステーション事業

地域介護予防活動支援事業

高齢者居場所づくり事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

区　分

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介

護

予

防

・

生

活

支

援

サ

ー

ビ

ス

事

業

サービス事業

1,130,688 1,162,248 1,177,489 1,392,732

（単位：千円） 

調整中 
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（５）介護保険料 

介護給付に必要な費用は、公費（国・都道府県・市区町村）が 1/2 を負担し、残りの 1/2

を被保険者の保険料等（65 歳以上の人は市区町村が決定した介護保険料、40 歳以上 64 歳

未満の人は加入している医療保険者が決定した介護納付金）によって賄われます。 

本市の平成 30（2018）年度から 32（2020）年度における 65 歳以上の人（第 1 号被

保険者）の介護保険料は、次のような方法で算定しています。 

【保険料算定方法（1 人当たり基準額）】 

・保険料必要額：27,913,127 千円 

・被保険者数（所得段階別加入割合補正後被保険者数）：355,304 人 

（弾力化した場合） 

・収納率：98.7％ 

・保険料基準額算定式：27,913,127 千円 ÷355,304 人 ÷98.7％ ≒79,600 円 

本市の介護保険料基準額は、上記により算出した79,600円で月額6,633円となりますが、

平成 37（2025）年度には、月額 8,900 円を超えると予測されるなど、介護保険事業の財

政が逼迫することに伴う利用者負担の大幅な増嵩が危惧されることから、介護保険サービスの

効果的な提供や、効率的かつ適正な利用が、ますます重要になると考えられます。30（2018）

年度から 32（2020）年度の介護保険料率については、次のとおり算出します。 

 

【所得段階別介護保険料（保険料率）】

 

本人 世帯

- -

80万円以下

第 2 段 階 80万円超～120万円以下 0.68 4,517 54,200

第 3 段 階 120万円超 0.72 4,783 57,400

第 4 段 階 80万円以下 0.90 5,975 71,700

第 5 段 階 80万円超 1.00 6,633 79,600

第 6 段 階 120万円未満 1.20 7,967 95,600

第 7 段 階 120万円以上200万円未満 1.30 8,625 103,500

第 8 段 階 200万円以上300万円未満 1.50 9,950 119,400

第 9 段 階 300万円以上400万円未満 1.65 10,950 131,400

第 10 段 階 400万円以上500万円未満 1.75 11,608 139,300

第 11 段 階 500万円以上600万円未満 1.85 12,275 147,300

第 12 段 階 600万円以上700万円未満 1.95 12,942 155,300

第 13 段 階 700万円以上800万円未満 2.05 13,600 163,200

第 14 段 階 800万円以上 2.15 14,267 171,200

課
税

-

前
年
合
計
所
得
額

第 1 段 階

生活保護受給者

0.50 3,317 39,800

非
課
税

非
課
税

老齢福祉年金受給者

前
年
課
税
年
金
収
入
額

＋

前
年
合
計
所
得
額

課
税

段　階

対象者

基準額に
対する割合

月　額
（円）

年　額
（円）

市町村民税
課税状況 基準判定所得

調整中 
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２ 介護保険サービスの質的向上                

介護保険制度が広く市民に周知され、介護サービスの利用が浸透する中、多くのサービス事

業者の参入により、介護サービスの供給体制は整いつつあります。 

また、介護が必要になれば適切に認定し、真に必要とするサービスを過不足なく適切に提供

できることに加え、医療と介護を効果的・効率的に受けられるなど、利用者及びその家族が安

心と満足を得られる質の高い内容が求められています。 

こうした要望に応えるため、市民に対して介護サービスに関する情報を提供し、利用者に対

する自己負担の軽減制度の活用促進などにより、サービス利用の利便性を高めるとともに、サ

ービスの質の向上を図るため、サービス事業者等に対する指導、助言を行います。 

 

（１）サービスの質の向上 

介護保険制度の基本は、利用者の心身等の状態に応じ、利用者の自由な選択に基づいた介護

サービスを提供することにあることから、利用者等が、安心と、より高い満足を得られるサー

ビスの質の向上を目指します。 

 ① サービス事業者との連携  

利用者一人一人に満足のいく介護サービスを提供できるよう、サービス事業者の連絡組織で

ある「高松市指定居宅介護支援事業者連絡協議会」、「高松市指定訪問介護事業者連絡協議会」、

「高松市指定通所介護事業者連絡協議会」などを通じて、引き続き、サービス事業者の連携を

支援するとともに、必要な情報の提供や組織内研修などにより事業者全体のサービスの質の向

上を行います。 

また、介護と医療の必要な高齢者が地域で安心して生活できるよう、介護支援専門員が主治

医と連携しながら利用者についての情報を共有し、利用者中心の医療・介護・福祉サービスを、

関係者の協力のもとに提供できるよう支援します。 

 ② サービス事業者への指導・助言  

平成 24（2012）年度から、県に指定権限等があった介護施設及び居宅サービス等につい

て、中核市である本市に指定権限等が移譲されたことより、市内の介護サービス事業者の指導

監督は、全て本市が行っています。 

サービス事業者に対する指導監督については、制度改正の周知や過去の指導事例等について、

講習等の方式で行う集団指導や、高齢者虐待や不適切な報酬請求の防止等に向けて、定期的に

事業所を訪問して行う実地指導のほか、運営基準等の違反及び不正請求が認められる場合など

には、随時、監査を行い、サービス事業者の資質と利用者の処遇の向上に努めます。 

また、利用者及びその家族等が満足のいく介護サービスを選択できるよう、又は提供を受け

ることができるよう、サービス事業者に対し、介護サービスの内容や運営状況についての公表

を促すとともに、「高松市介護保険制度運営協議会」から、事業者のサービスの質や運営の評

価等の意見を聴取し、介護サービスの適正な運営の確保を図ります。 

地域密着型サービスにおける小規模多機能型居宅介護や認知症対応型共同生活介護等の各

事業所については、利用者・家族、地域住民の代表などにより構成される運営推進会議に市職
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員を派遣し、適切な指導・助言、情報提供を行うなど、地域に開かれたサービスの推進、及び

質の向上、透明な運営の確保を図ります。 

地域のケアマネジャーに対しては、幅広い視野を持った適切なケアマネジメントが実施でき

るよう、地域包括支援センターの主任介護支援専門員 が研修会等を通じて、支援を行います。 

 ③ 相談・苦情への対応  

介護保険制度の複雑化や介護サービスの利用増加に伴い、サービス内容、要介護（要支援）

認定、保険料賦課などを始めとする苦情・相談が増加、多様化していることから、各窓口にお

ける連携を密にし、迅速かつ丁寧な対応に努めるなど、相談体制の充実を図るとともに、利用

者に対し、介護保険制度の内容や介護サービスの適正な利用について理解が得られるよう、広

報紙やホームページ、市政出前ふれあいトークなどを通じて周知に努めます。 

また、平成 27（2015）年度から介護相談員を介護サービス事業所等へ派遣し、利用者か

らの相談に応じることで、利用者の疑問や不満、不安を解消するとともに、必要に応じて事業

者に改善を求めることで、苦情に至る事案の未然防止を図っています。 

 

（２）サービスの利便性の向上 

介護に対する市民の要望に応えるため、市民に対して介護サービスに関する情報等の提供を

行うとともに、利用者に対して自己負担の軽減制度の活用を促進し、サービス利用の利便性を

高めます。 

 ① 市民への情報提供  

「たかまつホッと LINE」、ホームページ、市政出前ふれあいトークなど、広報活動による情

報提供に努めるとともに、サービス事業者に対し、介護サービス情報公表システムを活用した

サービス内容や事業者に関する情報公表と、第三者評価の積極的な採用を促進します。 

 ② 低所得者に対する利用料の負担軽減  

利用者の所得に応じて、高額介護サービス費や高額医療合算介護サービス費を支給するほか、

低所得者に対して、施設サービスにおける食費・居住費の補足的給付や社会福祉法人による利

用者負担の減額などを行い、利用料の負担を軽減します。 

 

（３）公平・公正かつ迅速な要介護認定 

要介護度により、サービスの利用限度額や負担額が変わることなどから、要介護（要支援）

認定に向けた調査や審査の公平・公正化が求められます。 

このため、介護認定審査会委員及び調査員の更なる資質の向上を目指し、香川県等が実施す

る研修会への参加や、市主体の研修会等を通じて、調査や審査・判定の平準化を図ります。 

また、介護サービスを必要とする人には、少しでも早く認定結果を伝えることが安心につな

がることから、制度改正による認定事務の簡素化を適切に運用するとともに、申請受付から認

定調査、調査内容の確認までの更なる効率化を図ることで、迅速な認定に努めます。 
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（４）特別給付・保健福祉事業 

保険者は、法定の保険給付以外に、介護保険法の趣旨に沿って、市町村の状況に応じた独自

の給付事業を実施することができますが、その給付事業の財源は、全て第 1 号被保険者の保険

料で賄うこととされています。 

特別給付・保健福祉事業については、第 1 号被保険者の負担増につながることなどから、介

護保険の給付状況や介護保険外の各種福祉サービスの実施状況を踏まえ、事業の在り方につい

て検討します。 
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３ 介護給付適正化の推進                   

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定し、受給者が真に必要と

する過不足のないサービスを、事業者が適切に提供するよう促すことであり、適切なサービス

の確保とその結果としての費用の効率化を通じて、介護保険制度への信頼を高め、持続可能な

介護保険制度の構築に資するものです。 

本市においては、これまで、香川県が策定した「第 3 期介護給付適正化計画」に基づき、「要

介護認定の適正化」、「ケアプラン点検」、「住宅改修等の点検」、「医療情報との突合・縦覧点検」、

「介護給付費通知」の主要 5 事業を実施することにより、介護給付の適正化に努めてきたとこ

ろです。 

今後、団塊の世代が全て 75 歳以上となる平成 37（2025）年、更には、団塊ジュニア世

代が 65 歳以上となる 52（2040）年に向けて、地域の実情にあわせた地域包括ケアシステ

ムを深化・推進していくためには、必要な給付を適切に提供するための適正化事業を、更に推

進していくことが必要となります。 

このようなことから、平成 30（2018）年度から 35（2023）年度の 6 年間を計画期間

とする「第 2 期高松市データヘルス計画（第 3 期高松市国民健康保険及び介護保険の保険給

付費適正化計画）」に基づき、介護給付の適正化を一層推進します。 

 

（１）要介護認定の適正化 

要介護認定の変更認定又は更新認定に係る認定調査票の特記事項や主治医意見書との整合

性を確認し、必要に応じて助言や指導を行うことにより、要介護認定調査の精度を高め、適切

かつ公平な要介護認定の確保に努めます。 

 

（２）ケアプラン点検 

介護支援専門員が作成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容につい

て、事業者に資料提出を求め又は訪問調査を行い、点検及び指導を行うことにより、利用者が

真に必要とするサービスを確保するとともに、適正な給付に努めます。 

 

（３）住宅改修等の点検 

住宅改修を行う際に、介護保険が適用される部分と適用されない部分について、 施工前後

の写真等による厳正な審査や、竣工時の訪問調査等により、利用者の身体状況や生活状況等の

実態に即した、適切な住宅改修が行われるように努めます。 

 

（４）医療情報との突合・縦覧点検 

国民健康保険団体連合会の介護給付適正化システムを活用し、縦覧点検や医療情報との突合

により、不適正な給付の発見に努めます。 
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（５）介護給付費通知 

サービス利用者に介護給付費通知を送付し、サービス費用額をお知らせすることにより、費

用額の意識付けを行うとともに、利用者から寄せられる情報や相談に基づいた、事業者の不適

正な請求の発見やけん制効果により、適正な給付に努めます。 
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４ 介護保険サービス提供体制の確保              

介護保険制度においては、高齢者自らが、心身等の状態に応じて、必要なサービスの種類や

サービス事業者の選択を行うことが基本であり、そのためには、質・量ともに適切なサービス

提供体制が整えられていることが必要です。 

サービス提供体制を考える上で、「地域共生社会の実現」、「地域医療構想の実現」、「介護離

職ゼロの実現」などの国の政策的方針への対応、介護療養型医療施設の廃止及び介護医療院の

創設に係る対応、地域密着型サービスの適正な配置と利用促進及びサービスを支える人材の確

保・資質の向上が課題となっています。 

【第 7 期計画における介護保険施設等整備量】 

 
   医療療養病床等からの転換を除く。 

ただし、※1 は香川県が実施した転換意向調査結果を踏まえて整備を行う。 

 

（１）国の政策的方針への対応 

 ① 共生型サービス 

地域共生社会の実現に向けて、地域包括ケアシステムの構築においても、高齢者だけではな

く、障がい者、子どもを含めた地域づくり、包括的支援体制が求められており、平成 30（2018）

年 4 月から、介護保険制度と障害福祉制度に、新たに共生型サービスを位置付け、同一の事業

所での高齢者と障害児者へのサービス提供が促進されます。 

当該指定の申請があった場合は、指定基準に基づき、適切に審査を行い、サービス事業者の

指定に努めます。 

 ② 地域医療構想を含む医療計画との整合性 

平成 37（2025）年に向けて、地域医療構想を推進するためには、慢性期機能から介護施

設・在宅医療等への転換を含めた追加的需要について、適切に受け皿の整備をする必要がある

ことから、香川県が実施した医療療養病床を有する医療機関及び介護療養型医療施設における

転換の意向調査の結果を基にサービス見込量を設定するとともに、サービス提供体制の確保を

図ります。 

 

区　分 整備量
左記のうち

介護離職ゼロ
対応

介護老人福祉施設（地域密着型を含む。） 88 16

介護老人保健施設 60 11

介護医療院※1 1 - 

（混合型）特定施設入居者生活介護 40 - 

認知症対応型共同生活介護 54 - 

小規模多機能型居宅介護 29 29

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 54 54

看護小規模多機能型居宅介護 29 29

合　計 355 139

（単位：人） 
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③ 介護離職ゼロ対策  

202０年代初頭までに、働く人が家族の介護のために離職せざるを得ない状況を防止するた

め、その対応を踏まえたサービス見込量を設定するとともに、サービス提供体制の確保を図り、

介護離職ゼロの実現を目指します。 

国の推計によると、本市では、介護離職ゼロ対策として、455 人分の対応が必要となって

います。このため、第 6期計画期間における施設整備の状況やその利用実績を踏まえると、既

存サービスや、今後の高齢者の増加に対応するための整備予定数の範囲内で、その一部に対応

できる見込みであることから、なお不足すると想定される 139 人分について、新たに整備す

る施設等に上乗せし、対応を図ります。 

 

（２）介護療養型医療施設の廃止及び介護医療院の創設に係る対応 

平成 29（2017）年度末で設置期限を迎えることになっていた介護療養型医療施設につい

ては、その経過措置期間を平成 35（2023）年度末までの 6 年間延長されています。 

サービス提供体制の確保に向けて、介護療養型医療施設の転換意向を注視しながら、順次、

実施期限までに介護医療院への円滑な転換の促進を図ります。 

また、第 7期計画における介護医療院の創設に係る対応については、県の医療療養病床を有

する医療機関及び介護療養型医療施設における転換の意向調査の結果をもとに、サービス見込

量を設定しています。 

 

（３）地域密着型サービスの適正な整備と普及 

重度の要介護者、一人暮らし高齢者及び認知症高齢者の増加、更には働きながら要介護者等

を在宅で介護している家族等の就労継続や負担軽減の必要性を踏まえ、多様で柔軟なサービス

を利用し、できる限り住み慣れた地域で生活できるよう、日常生活圏域や別の利用見込みをも

とに、必要なサービスを整備するとともに、利用促進を図ります。 

サービス事業者の指定に当たっては、指定基準、運営基準に基づき審査を行い、適正な事業

運営を行うことができるサービス事業者の指定に努めます。 

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護など、公募によりサービス事業者の指定を行う場

合には、学識経験者等で組織する審査会等での審議や、高松市介護保険制度運営協議会の意見

を聴くなど、公正性・透明性の確保を図ります。 

 

（４）人材の確保、資質の向上 

平成 37（2025）年を目途とする地域包括ケアシステムの構築や、2020 年代初頭の介護

離職ゼロの実現に向けたサービス基盤の整備などにより、必要となる介護人材の確保及び資質

の向上を目指し、県と連携しながら、介護の仕事の魅力の向上、多様な人材の確保・育成、生

産性の向上を通じた労働負担の軽減などの取組を推進します。 

さらに、この取組に関してサービス事業者へ情報提供を行うとともに、「高松市指定居宅介

護支援事業者連絡協議会」、「高松市指定訪問介護事業者連絡協議会」、「高松市指定通所介護事
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業者連絡協議会」などの介護関係団体間の連携・協力体制の構築を始め、各事業者間の情報共

有や合同研修の実地等を支援し、市内介護サービス事業全体のイメージアップと資質の向上を

図ることにより、人材の確保に努めます。 

［実施予定の主な事業］ 

① 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業（県基金事業） 

子育て中の介護サービス事業所の職員が、安心して就業できるようにするために、施設内に

職員の子の託児所を設置・運営する事業所に対し、補助金を交付することで、離職防止及び再

就業を促進します。 

② 多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業（県基金事業） 

介護従事者に対し、講演会等の開催により適切な介護方法等を周知することで、安全・安楽

な介護を行える職場環境の改善とともに、腰痛等体調不良による離職の防止につなげます。 

③ 各サービス事業者連絡協議会等との連携・協力体制の構築 

既存の各サービス事業者連絡協議会を更に発展させ、労働環境の改善や、本市の介護保険業

界全体のイメージアップを図る取組を推進するための組織づくりを支援します。 

④ 各事業者間の情報共有や合同研修の実施 

各サービス事業者連絡協議会が実施する、事例検討会や勉強会における情報共有や、合同研

修により、本市の介護従事者の資質向上を図ります。 

⑤ 介護ロボットの導入による介護従事者の負担軽減 

国の補助事業により介護ロボットを導入した事業所における導入効果を波及させるため、機

能性や安全性、効果的な活用方法等について、未導入の事業所に対し情報提供することにより、

介護ロボットの導入を促進し、介護従事者の負担軽減を図ります。 

⑥ 処遇改善加算の適切な運用 

事業者に給付している介護職員処遇改善加算が、確実に職員に支給されていることを確認す

ることで、賃金改善に努めます。 
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第５章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制                      

庁内組織の高松市高齢者福祉推進連絡会及び高松市高齢者福祉推進本部会を中心とした関

係部門間の連携とともに、市民及び地域団体、保健・医療・福祉の各分野の関係機関等との緊

密な協力・連携を図る中で、本計画の円滑かつ効果的な推進に努めます。 

２ サービス提供体制                     

（１）情報提供・相談体制の充実 

保健・医療・福祉の各分野のサービス内容、利用方法等をわかりやすく説明したパンフレッ

ト等を作成・配布するとともに、広報たかまつや市ホームページ、メールマガジン、保健・医

療・福祉関連情報のネットワークシステム「WAMNET」（ワムネット）等を活用するなど、

広報活動の充実を図ります。また、地域包括支援センターや老人介護支援センター、民生委員

児童委員、保健師などの訪問活動を通じて、きめ細やかな情報提供に努めます。 

また、気軽にサービスの利用相談ができるよう、介護保険、高齢者福祉、障がい者福祉、保

健の各部門と連携を図るほか、老人介護支援センターを地域包括支援センターの窓口として位

置付けることにより、相談窓口の一本化に取り組み、相談体制の充実に努めます。 

 

（２）サービス提供体制の充実 

在宅サービスについては、参入意向のあるサービス事業者に対して、新規の開設を円滑に進

められるよう、適時適切な情報提供を行い、多様な事業者の参入を促進します。地域密着型サ

ービスのうち、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループ

ホーム）については、日常生活圏域ごとの整備計画を基本として、高松市介護保険制度運営協

議会（地域密着型サービス運営委員会）の意見を踏まえて 事業者の指定を行い、必要利用定

員数の確保に努め、在宅生活に近い居住環境整備を進めます。 

また、高齢者のニーズに合った最適のサービスを提供できるよう、サービス事業者を始めと

した関係者との円滑な連絡調整や適切な指導・支援を行うため、地域包括支援センターを活用

した地域における関係者間ネットワークの構築を促進するとともに、人的資源を生かしたサー

ビス提供体制の構築を支援します。  

 

（３）苦情解決体制の充実 

サービスの利用者からの様々な相談・苦情がサービス内容の改善につながるよう、高齢者の

日常生活に関する総合的な相談窓口である地域包括支援センターを始め、本市相談窓口におい

て適切な対応に努めるとともに、迅速、適切に苦情解決する体制の充実に努めます。 

なお、介護サービスに関する苦情は、香川県国民健康保険団体連合会との連携を図る中で、
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介護保険担当窓口において、必要に応じて、サービス事業者に説明・改善を求め、問題解決を

図るなど、適切な対応に努めます。 

 

３ 計画の進行管理                      

本計画については、計画期間内に十分な成果を上げることができるよう、「計画の立案

（Plan）」、「事業の実施（Do）」、「事業の評価・検証（Check）」、「計画の改善（Action）」の

PDCA サイクルによるマネジメントを実施し、毎年度を 1 サイクルとして、適切な進行管理

を行います。 

また、本市の総合計画やまちづくり戦略計画等との整合性を図るとともに、高松市高齢者福

祉推進連絡会及び高松市高齢者福祉推進本部会や、学識経験者、関係団体の代表等で組織され

た高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会等に、定期的に進捗状況を報告し、意見を聞く中で、

適切な進行管理に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 情報の公開                        

本市における会議の公開等に関する指針に則り、高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会の会

議を公開し、会議内容、アンケート調査結果などを本市ホームページにて公開するなど、策定

に関する情報を公開するとともに、パブリックコメントを実施し、市民の意見を計画に反映す

るよう努めます。 

 

 

計画の 

立案 

事業の 

実施 

計画の 

改善 

事業の 

評価・検証 
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１ 高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会設置要綱        

（設置） 

第 1 条 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の8 に規定する老人福祉計画及

び介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 117 条に規定する介護保険事業計画の策定

等に当たり、広く市民の意見を聴くため、高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会（以下「懇

談会」という。）を置く。 

（組織） 

第 2 条 懇談会は、委員 15 人以内で組織する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 保健・医療・福祉関係者 

(3) 市民団体の代表者 

(4) 介護保険被保険者 

(5) 前各号に掲げる者のほか、高齢者保健福祉に関し識見を有する者 

（委員の任期） 

第 3 条 委員の任期は、3 年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第 4 条 懇談会に会長を置き、委員の互選により定める。 

2 会長は、懇談会を代表し、会務を総理する。 

3 会長に事故があるとき、又は、会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が、

その職務を代理する。 

（会議） 

第 5 条 懇談会の会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

（幹事等） 

第 6 条 懇談会に幹事を置き、健康福祉局長、長寿福祉部長、長寿福祉課長、長寿福祉課地

域包括ケア推進室長、介護保険課長及び地域包括支援センター長をもって充てる。 

2 幹事は、懇談会の会議に出席し、意見等を述べることができる。 

3 会長は、必要があると認めるときは、懇談会の会議に幹事以外の者の出席を求め、意見

等を聴くことができる。 

（庶務） 

第 7 条 懇談会の庶務は、健康福祉局長寿福祉部福祉事務所長寿福祉課において行う。 

（委任） 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

1 この要綱は、平成 14 年 4 月 1 日から施行する。 

2 この要綱による最初の懇談会の会議は、第 5 条の規定にかかわらず、市長が招集する。 

3 この要綱は、懇談会の目的が完了した日に、その効力を失う。 
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4 高松市老人保健福祉計画推進懇談会設置要綱（平成 6 年 11 月 21日制定）は、廃止す

る。 

附 則 

この要綱は、平成 20年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 26年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 29年 1 月 11 日から施行する。 

 

 

高松市高齢者保健福祉計画推進懇談会委員名簿 

 氏  名 役  職  名 

会    長 山 下  隆 資 香 川 大 学 名 誉 教 授 

職務代理 虫 本 光 徳 高 松 市 医 師 会 理 事 

委    員 

石 川 満 枝 高松市婦人団体連絡協議会事務局長 

上 田 利 枝 公 募 委 員 

植 松   勉 高松市コミュニティ協議会連合会理事 

梅 村 謙 二 高 松 市 歯 科 医 師 会 会 長 

兼 間 達 郎 高 松 市 老 人 福 祉 施 設 協 議 会 会 長 

喜 田  清 美 高松市保健委員会連絡協議会会長 

木 村 昭 代 高 松 市 薬 剤 師 会 理 事 相 談 役 

徳 増 育 男 公 募 委 員 

中 村 照 江 公 募 委 員 

野 上 典 子 香 川 県 看 護 協 会 専 務 理 事 

早 馬 久 香 高 松 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 副 会 長 

藤 目  真 晧 高松市民生委員児童委員連盟会長 

松 原 文 子 高松市社会福祉協議会事務局次長 

（委員は五十音順） 

  



173 

２ 高松市高齢者福祉推進本部会要綱              

（目的及び設置） 

第 1 条 高齢者福祉に関する各種行政施策・事業の効果的かつ総合的な展開と柔軟な執行体

制の確保を図るため、高松市高齢者福祉推進本部会（以下「本部会」という。）を設置す

る。 

（所掌事項） 

第 2 条 本部会は、前条に規定する目的を達成するため、次の事項を処理する。 

(1) 高齢者福祉に関する施策の総合的な検討及び推進に係ること。 

(2) 高齢者福祉に関する施策についての各部局間における連絡調整に係ること。 

(3) その他高齢者福祉に関する重要事項に係ること。 

（組織） 

第 3 条 本部会は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長及び委員は、別表に掲げる職にある者をもって充て、会長が必要と認めるときは、

委員以外の職員を委員に充てることができる。 

3 会長は、本部会を代表し、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名した委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第 4 条 本部会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

2 会長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、意見等を聴くことができ

る。 

（連絡会の設置） 

第 5 条 第 2 条各号に掲げる事項を調査研究するため、本部会に高松市高齢者福祉推進連

絡会を置く。 

（庶務） 

第 6 条 本部会の庶務は、健康福祉局長寿福祉課において行う。 

第 7 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 2 年6 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 4 年4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 6 年4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 11年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 17年 1 月 4 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 20年 1 月 1 日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成 20年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 23年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 24年 4 月 1 日から施行する。 

 

   別表（第 3条関係） 

会    長 健康福祉局長 

委    員 

市民政策局長 

総務局長 

財政局長 

環境局長 

創造都市推進局長 

都市整備局長 

消防局長 

病院局長 

上下水道局長 

教育局長 

 

  



175 

３ 高松市高齢者福祉推進連絡会要領              

（趣旨） 

第 1 条 この要領は、高松市高齢者福祉推進本部会要綱（平成 2年 6 月1 日施行）第 5 条

に規定する高松市高齢者福祉推進連絡会（以下「連絡会」という。）の組織及び運営に関

し必要な事項を定めるものとする。 

 （組織） 

第 2 条 連絡会は、幹事長及び幹事をもって組織する。 

2 幹事長及び幹事は、別表に掲げる職にある者をもって充て、幹事長が必要と認めるとき

は、同表に掲げる職にある者以外の職員を幹事に充てることができる。 

3  幹事長は、連絡会を代表し、会務を総理する。 

4 幹事長に事故があるときは、幹事長があらかじめ指名した幹事が、その職務を代理する。 

 （組織） 

第 3 条 連絡会の会議は、必要に応じて幹事長が招集し、幹事長は、会議の議長となる。 

2 幹事長は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて、その意見等を聴くこと

ができる。 

3 幹事長は、必要に応じて、連絡会に作業部会を設けることができる。 

 （報告） 

第 4 条 幹事長は、必要に応じて、連絡会における調査研究の結果等について、高松市高齢

者福祉推進本部会に報告するものとする。 

 （委任） 

第 5 条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は、幹事長が定める。 

 

附 則 

 この要領は、平成 2年 6 月 1 日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 17年 4 月 1 日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、平成 20年 10 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 22年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 23年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 24年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 25年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成 26年 4 月 1 日から施行する。 
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   附 則 

 この要領は、平成 29年 1 月 11 日から施行する。 

 

   別表（第 2条関係） 

 部局名 職  名 

会    長 健 康 福 祉 局 長寿福祉部長 

委    員 

市 民 政 策 局 

政策課長、コミュニティ推進課長、くらし

安全安心課長、まちづくり企画課長、交通

政策課長 

総 務 局 危機管理課長、広聴広報課長  

財 政 局 財政課長 

健 康 福 祉 局 

健康福祉総務課長、国保・高齢者医療課長、

障がい福祉課長、生活福祉課長、長寿福祉

課長、長寿福祉課地域包括ケア推進室長、

介護保険課長、地域包括支援センター長、

子育て支援課長、こども家庭課長、こども

園運営課長、保健対策課長、保健対策課感

染症対策室長、保健対策課地域医療対策室

長、生活衛生課長、保健センター長 

環 境 局 環境総務課長 

創造都市推進局 産業振興課長、スポーツ振興課長 

都 市 整 備 局 都市計画課長、住宅課長 

消 防 局 予防課長 

病 院 局 市民病院事務局総務課長 

上 下 水 道 局 企業総務課長 

教 育 委 員 会 
教 育 局 

学校教育課長、生涯学習課長 
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４ 計画策定の経過                      

本文 
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５ 用語の説明                       

 


